
外国人集住都市会議おおた2009
法務省資料

出入国管理及び難民認定法及び 日本国 との平和条約に基づき日本の国籍 を離

脱 した者等の出入国管理 に関す る特例法の一部 を改正す る等の法律の概要

法務省入国管理局

1 新たな在留管理制度の導入 (参考資料 1)【施行日 :公布の日か ら3年以内 (注 1)】

(1)法務大臣が必要な情報を継続的に把握する制度の構築

(2)適法に在留する外国人の利便性を向上させるための措置

① 在留期間の上限の伸長 (3年→ 5年 )

② 再入国許可制度の見直 し (みなし再入国許可制度の導入等 )

2 特別永住者に係る措置 (特別永住者証明書の交付)(参考資料 2)【施行日 :公布の日

から3年以内 (注 1)】

3 外国人研修制度の見直 しに係る措置 【施行日 :公布の日か ら1年以内 (注 1)】

(1)以下の活動行 うことができる在留資格 として 「技能実習Jを整備する。

① 在留資格 「研修Jの活動の うち実務研修を伴 うもの (国等が受け入れる場合を除

く。)について,労働関係法令の適用を可能 とするための活動

② ①の活動に従事 し,技能等を修得 した者が雇用契約に基づき修得 した技能を要す

る業務に従事するための活動

(2)事実 と異なる在職証明書等の作成に関与 して研修生が入国することを討助するよう

な悪質なブローカーに対処するため,偽変造文書作成の教唆・討助等に係る退去強制

事由を規定する。

4 在留資格 「留学」と「就学」の一本化 【施行日 :公布の日から 1年以内 (注 1)】

留学生の安定的な在留のため,在留資格 「留学」 と 「就学」の区分をなくし,「留

学」の在留資格へ と一本化する。

5 入国者収容所等視察委員会の設置 【施行日 :公布の日か ら1年以内 (注 1)】

6 拷間等禁止条約等の送還禁止規定の明文化 【施行日 :公布の日 (注 2)】

7 在留期間更新申請等をした者の在留期間の特例に係る措置 【施行日 :公布の日から 1

年以内 (注 1)】

在留期間の満了の 日までに申請 した場合において,申請に対する処分が在留期間の満

了までにされないときは,当該外国人は,その在留期間の満了後も,当該処分がされる

日又は従前の在留期間の満了の日から2月 を経過する日のいずれか早い 日まで,引 き続

き当該在留資格をもつて本邦に在留することができる規定を設ける。

8 上陸拒否の特例に係る措置 【施行日 :公布の日か ら口年以内 (注 1)】

上陸拒否事由に該当する特定の事由がある場合であっても,法務大臣が相当と認める

ときは,上陸を拒否 しないことができる規定を設ける。

9 乗員上陸の許可を受けた者の乗員手帳等の携帯・提示義務に係る措置 【施行日 :公布

の日か ら6月 以内 (注 1)】

10 不法就労助長行為等に的確に対処するための退去強制事由等の整備に係る措置 【施行

日 :公布の日か ら司年以内 (注 1)】

(注 1)施行日は,政令で定めます。
(注 2)拷間等禁止条約と同様の規定がある強制失踪条約については,当該条約が発効次第,施行

されます。
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新たな種饉管理制度の線ズについて

1 はじめに

新たな在留管理市1度は,適法な在留資格をもつて我が国に中長期間に在留する外国人を

対象として,法務大臣が在留管理に必要な情報を継続的に把握する制度の構築を図ろうと

するものです。対象者には,後述する在留カー ドが交付されます。新制度の導入により在

留管理に必要な情報をこれまで以上に正確に把握できるようになりますので,在留期間の

上限をこれまでの 3年から最長 5年 とすることや, 1年 以内に再入国する場合の再入国許

可手続を原則 として不要とするみなし再入国許可制度の導入など適法に在留する外国人の

方々に対する利ll性 を向上する措置が可能になります。

なお,新たな在留管理制度の導入に伴つて外国人登録制度は廃止されることになります。

この新たな在留管理制度は,改正人管法が公布された平成 21年 7月 15日 から3年以

内に施行されます。

2対象者

新たな在留管理11度 の対象となるのは,入管法上の在留資格をもつて我が国に中長期間

在留する外国人で,具体的には次の方々以外の方々です。例えば,観光目的で日本に短期

間滞在する外国人の方は新たな在留管理市1度の対象外となります。

① 3月 以下の在留期間が決定された者

② 短期滞在の在留資格が決定された者

③ 外交又は公用の在留資格が決定された者

の これらの外国人に準じたものとして法務省令で定める者

⑤ 特別永住者

③ 在留資格を有しない者

3在留カー ド

新たな在留管理制度の導入に伴い交付される在留カー ドは,対象者に対し,上陸許可や

在留資格の変更許可,在留期間の更新許可等の在留に係る許可に伴って交付されるもので

す。在留カー ドには,写真が表示されるほか,次の事項が記載されます。また,偽変造防

止のため ICチ ップが登載され,券面記載事項の全部又は一部が記録されます。

① 氏名,生年月日,性別及び国籍の属する国又は入管法第 2条第 5号 口に規定する地域

② 住居地 (本邦における主たる住居の所在地)

③ 在留資格,在留期間及び在留期間の満了の日

④ 4T可の種類及び年月日

⑤ 在留カー ドの番号,交付年月日及び有効期間の満了の日

⑥ 就労市」限の有無

⑦ 資格外活動許可を受けているときはその旨



4新たな在留管理手続の流れ

入国の審査

旅券に上陸許可の証印をするとともに、中長期在留者にはオ留

カードを交 ″ します。

住居地の (変更)届 出

在留審査
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住居地を定めてから14日 以内に、住居地を市区町村 こヽ届け出て

ください。
その後、住居地を変更した場合も同様です。

氏名等の変更届出

所属機関等に関する届出

在留カードの再交付

圧客_生年月′ 任ヽ別 厘ヽ露勢事を変更したときは、14日 以内に

地方入Ξ 自理 忌 こヽ届け出てください。

「技術」等の就労資格 (「 芸術」、「宗教」及び「報道」を除く)や、「留学」

等の学ぶ資格
⇒所属機関の名称若しくは所在地の変更等が生じた場合には、

14日 以内に地方ス コ 管理局 /_~届 け出てください。

「家族滞在」「日本人の配偶者等」「永住者の配偶者等」のうち、配

偶者に係るもの
⇒配偶者と離婚又は死別した場合、14日 以内に″ 方ス層 管理馬

左 届け出てください。

紛失、盗難、滅失、又は著しい毀損、汚損等をした場合には、塑
方入国 管理局 /_~再 交付を申請してください。

※上記以外の理由で在留カードの交換を希望する場合にも、再交

付の申請ができます。その場合には、実費相当の手数料を負担
していただきます。

在留期間更新申請、在留資格変更許可等により中長期在留者と

なった場合に、ど留カードを交 /・/します。
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5利便性を向上する措置

(1)在留期間の上限の伸長

現在 「3年 Jの在留期間を定めている在留資格について,「 5年Jの在留期間

を法務省令で定める予定です。

また,「留学」の在留資格については,本年 7月 1日 より,在留期間の最長期

間が 「2年 3月 Jと なってお りますが,新たな在留管理制度の導入により,新た

|こ 「4年 3月 Jと する予定です。

(2)再入国許可制度の見直 し

① みなし再入国許可制度の導入

有効な旅券及び在留カー ドを所持する外国人で出国後 1年以内に再入国す

る場合には,原則 として再入国許可を受ける必要はなくな ります。

また,有効な旅券及び特別永住者証明書を所持する特別永住者については ,

出国後 2年以内に再入国する場合には,原則 として再入国許可を受ける必要は

なくなります。

② 再入国許可の有効期間の上限の伸長

再入国許可を受ける場合の再入国許可の有効期間の上限について,これまで

の 「3年Jか ら「5年」に伸長 されます。

また,特別永住者の方については,こ れまでの 「4年」から「6年」に伸長

されます。

6罰則等

新たな在留管理制度の導入に伴い,以下のような在留資格の取消し事由,退去強

制事由,罰則が設けられています。

(1)在留資格の取消し事由 (入管法第 22条の 4第 1項 )

①偽 りその他不正の手段により在留特別許可を受けたこと (第 5号 )

②配偶者の身分を有する者としての活動を継続 して 6月 以上行わないで在留す

ること (当 該活動を行わないで在留していることにつき正当な事由がある場合

を除く。)(第 7号 )

③住居地の届出をしないこと (届 出をしないことにつき正当な事由がある場合を

除く。)や虚偽の住居地の届出をしたこと (第 8号～第 10号 )

(2)退去強制事由 (入管法第 24条 )

①在留カー ド及び特別永住者証明書の偽変造等の行為 (第 3号の 5)

②中長期在留者の各種届出等に関する虚偽届出等や在留カー ドの受領・提示義務

違反により懲役以上の刑に処せられたこと (第 4号の 4)

(3)罰則

①中長期在留者の各種届出等に関し,虚偽届出等や届出等義務違反,在留カー ド

の受領・携帯・提示義務違反 (入管法第 71条の 2,第 71条の 3)

②不法就労助長罪の見直し (入管法第 73条の 2第 2項 )

③在留カー ドの偽変造等の行為に係る罰則 (入管法第 73条の 3～第 73条の

6)
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(参考 2)

特月』永住もの制度の概要について

1 はじめに

特別永住者については,新たな在留管理制度の対象 とはせず,基本的には,現行

制度を実質的に維持 しつつも,利便性向上の観点から,制度の見直 しを行っていま

す。

この新たな制度は,改正入管法が公布 された平成 21年 7月 15日 から3年以内

に施行 されます。

2制度の概要

新たな在留管理制度の構築に伴い,外国人登録法が廃止 され,外国人登録証明書

も廃上 されますが,現在特別永住者に交付 されている外国人登録証明書がその法的

地位等を証明するものとして重要な役割を果たしていることにかんがみ,こ れ と同

様の証明書 として,法務大臣が特別永住者証明書を交付することとしています。

また,特別永住者証明書の記載事項については,こ れを必要最小限にするとの観

点から,外国人登録証明書の記載事項 と比べて大幅に削減 しています。その上で ,

記載事項の変更や再交付などに係る手続は,従来どお り,市区町村の窓口で行 うこ

ととしています。

さらに,再入国許可制度を緩和することとしてお り,有効な旅券及び特別永住者

証明書を所持する特別永住者においては,原則 として, 2年以内に再入国する出国

について再入国許可は不要にな ります。

3特別永住者証明書

新たな制度の導入に伴い交付される特別永住者証明書には,写真が表示されるほ

か,次の事項が記載されます。また,偽変造防止のため ICチ ップが登載され,券
面記載事項の全部又は一部が記録されます。

①  氏名,生年月日,性別及び国籍の属する国又は入管法第 2条第 5号 口に規定す

る地域

② 住居地

③ 特別永住者証明書の番号,交付年月日及び有効期間の満了の日



新 た な 在 留 管 理 制 度 に 留資格をもつて中長期間在留する外国人を対象 )

法務省 (入 国管理局 )

住居地情報

市区町村

法務省からの求めにより情報提供

雇用対策法に
基づく届出

く所属機関> 上陸許可 在留に係る
許可の申請

上陸許可 在留に係る許可に伴い

在留カードを交付

氏名 生年月 日 性別 国籍の変更届

(在留カードこ反映 )

住居地の新規届出(転入届)

(在留カードこ反映)

住居地変更の届出(在留カードこ反映)

所属機関 身分関係等の 変更届
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で在留していること等を取消事由に追加
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特別永住者の制度

法務省 (入国管理局 )

必要な情報の提供
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証明書記載事項の大幅な削減
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・国籍 国籍の属する国における住所又は居所
・出生地
・旅券番号・旅券発行の年月日
・在留の資格
・居住地
・世帯主の氏名 世帯主との続柄
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―特集一 入管法等の改正について

第171回国会における入管法等を改正する法律の

国会審議について (そ の 1)

編 集 部

…
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前号において既にご紹介のとおり 「出入国管理及び難民認定法及び日本と

の平和条約に基づき日本の国籍を離脱 した者等の出入国管理に関する特例法の

一部を改正する等の法律Jが,第 171回 国会において可決 成立しました。

同国会では さまざまな観点から審議が行われましたが,なかでも、編集部

の印象に残つたのは,私たち市区町村の立場からの意見が幾度も述べられたこ

とでした。

今回の改正が外国人登録法の廃止を含むものだっただけに,編集部において

もその審議経過にはおおいに着目しておりましたが 国における在留管理の在

り方を中心に審議が進められていた法務委員会においても,住民行政を司る私

たち市区町村の立場からの意見を述べる機会が与えられ,ま た,それらの意見

が国会審議に反映されていくのを目の当たりにし,少々の驚きと 嬉しさを共

に感じました。

特に 5月 8日 の衆議院法務委員会では,外国人集住都市会議を代表して清

水聖義群馬県大田市長が 7月 2日 の参議院法務委員会では,外国人登録事務

協議会全国連合会を代表して武井雅昭東京都港区長が,それぞれ参考人として

招致され 外国人登録事務や各種行政サービス

を行う立場から その実状や現行制度の問題点

などについて意見を述べられました。

編集部では,こ れら市区町村の立場から述べ

られた意見について,本号と次号でご紹介して

いきたいと思います。    本号にてご紹介する >
清水聖義群馬県太田市長

外国人登録 20099(∞ 7号 )



本号では 5月 8日 の衆議院法務委員会の模様を 次号では 7月 2日 の参議院

法務委員会の模様をご紹介いたします。

く平成21年 5月 8日  衆議院法務委員会 (参考人質疑)>

ただいま紹介いただきました大田市長の清水でございます:

ことしは私自身が外国人集住都市会議の座長をやらせていただいてお りまし

て,そ ういったような関係上 集住会議の全員の総意であ りますけれども, 入

管あるいは住民基本台帳 それらについてここでお話をさせていただ くわけで

あ ります。

外国人集住都市会議につきましては,平成十三年に設立をされまして現在に

至るわけであ りますが 設立当時 非常に地域が混乱をしてお りました。これ

は,入管制度 と私 どもの考えているものとが余 りにも乖離をし過 ぎている 現

実問題として私たちが住民を確認できないというような状況にあったわけであ

ります。そのために 全体で二十五市が集まって, この問題解決のために国に

対 して要望 していこうというようなことになったわけであります。また.今月

二市が加わりまして 二十七市町が参加をしているということであ ります。

私どもは そういったことを中心にして問題提起をやってきたわけであ りま

すが なかなか現実 F・3題 として改善の状況が見られないというようなことで
,

参考資料を出 しておきましたが 平成十九年 皆さん方にそのように要望をし

てきたわけであ ります (編集部注 l llペ ージ参照 )。

各会とも 外国人登録制度の問題については実は毎回出てお りまして, この

解決なくして現在のいわゆるニューカマー対策等々について私どもの混乱は終

わらないというような認識が実はあるわけであ ります。

私ども地方自治体は 御承知のように,多文化共生をやっていかなければな

りません。日本人だけで云々というわけではなくて 互いに考え方を共有 して

同 じ地域に住む住民 として生活をしていかなければならないということが前提

であ りまして こういった今までの状況 いわゆる登録 と居住実態のTC離 とい

うのが邪魔になっているといいます力、 これを何 とか早目に解決をしなければ

ならないということであります。

私どもでデータを出した一つの事例があるわけですが 外国人の子 どもの不

就学実態調査 というのが文部科学省から公表されてお りますけれども 私ども

での実態の調査結果を見てみますと 就学年齢にあるタト国人登録者が七百八十

四名いるはずになつておるわけであ りますが その下人一人 一家庭一家庭の

訪問調査を行った結果 転居,出 国等が百八十一人いたということが明らかに

なりました。つまり 七百八十四人のうち二三%に当たる百八十一人が登録上

の住所には住んでおらない.私 どもの把握 しているデータと違う1大況にあると

いうことであ ります。

これは外国人登録 と実態 との■T離 を示す一例でありますが 恐 らく,今やつ

ている定額給付金あるいは子育て応援特別手当についても同|―iの結果が出て く

るのではないかというふうに思ってお ります。こういつたことが現実問題とし

て起こっているがゆえに,送伺 した文書が返送されるとか あるいは課税を続

けても当人が居住 していないため納入されることなく滞納にカウントされる

あるいは児童手当が振 り込み続けられるというようなことなど 多 くの支障が

生 しているということであります。

そこで 登録 と実態が現行制度では問題がある, どうして乖離をしてしまう

かということでありますが まず言えるのは 職権消除の制度がないというこ

とであります。

先ほどの不就学調査のように 登録 されている住所に住んでいないというこ

とを市町村が確認 した場合 日本人であれば市町村が職権で住民票を消除する

ということができるわけであ りますが 外国人登録原票の場合は その外国人

が 日本に在留 している限 り開鎖することがで きず,入管の方からの連絡を待っ

て初めて消除できるというような状況 つまり,原票はそのまま残ったままに

なつているというようなことになります。

また,転出届の制度がないために lLの市町村へ転出したりしたときに外国

人を迅速に把握できないというようなことが挙げられてお ります。また 外国

人が在留期間の満了までに再び入国するつ もりで出国する場合 再入国の許可

を受けて出国しますが これらの外国人に対 しましても 海外転出届の制度が

ないために市町村における把握が困難をきわめるというような状況になってお

ります。

さらに,現行の在留管理制度の問題を指摘 しておきたいと思います。
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現在の制度においては 外国人登録法 卜の届け出義務に違反 していたとして

も 入管法上の処分,例えば在留期 FE5の 更新を認めないといった処分に必ず し

も直結 していないのではないかと思ってお ります。

当市においては 常 日ごろから 窓口に各国語で記載 されたポスターを掲示

した り また 土 日開庁を行った り 最近では 定額給付金の支給に当た り

外国人の方々に対 し 外 L■l人登録を正確に行って くださいという呼びかけもし

てお ります。 しか し なかなかすべての方に市町村役場において正確な登録 を

行っていただけていないというのが実情であ りまして 自治体側の努力だけで

は限界もあるわけであ ります。

これが もしtL所の属け出義務を放置 し過 ぎると在留資格にも影響が|=る 可

能性があるということになれば 外国人の方々の届け出に対 しての意識 も変わ

り 今 と状況は本H当 変わって くるというふ,う に思ってお ります。現在は必ず し

もそういうふうにはなっていないということであ ります。

こうした市町村の現場の日線から 今般の入管法等の改正案について 次の

とお り意見を述べたい そのように思います。

まず第一に 現行の外国人登録佃l度 は,在留管理を日的とする制度でありな

がら 法定受託事務 として 市町村がその事務を担ってお ります。他方,現在 ,

外国人は住民基本台帳制度の対象になっていないことから 市町村は 事実 上

外国人登録を行った外国人を住民 として把握 し 各種行政サービス提供の基礎

としてお ります。 しか しながら,本来 国には匡|の  自治体には自治体の役割

があるわけであ ります。新制l度 においては それぞれの役割分担を明確にした

上で、 国 自治体 ともに しっか りとそれぞれの役割に取 り組むといった制l度

にしていただきたい そのように思ってお ります。

この点について 新たな制度は,在留管理については国が直接行うというこ

とを原Hlと してお り, 自治体は住民基本台帳制度をi重 じて日本人とFpl様 に外国

人住民を把握することにしてお りますので め り張 りのきいた制度になってい

るというふ うに思ってお ります。

第二に 先ほど説明 しました登録 と居住実態の■lE離  これは非常に問題であ

りますが この抜本的な解決を図っていただきたいというふうに思ってお りま

す。

これについては 住民基本台帳法の改正案においても,外に人も市町村長に

よる職権消除や転出届の対象 となるものと承知 してお ります。また,入管法に

おいても,外国人に対 し,住所につき,法務大臣をあて先 として市町村経由で

届け出ることを義務づけた上で 住所の届け出義務の違反が長 く続いているよ

うな方に対 しては在留資格が取 り消されることがあ り得るとしているとのこと

でありますが このような制度が加われば 外国人の方々が きちんと住所を届

け出ることは相当担保されるのではないかというふうに期待をしてお ります。

このことにういても 何 も制度をきつ くするということだけではなくて や

はりお互いの信頼関係 市町村 と外国人との信頼関係 もさらに増す 非常にい

い関係がで きると私 どもでは期待をしているわけであ ります。

第三に 新たな在留管理制度の構築により 法務省は,従来よりも正 itに 在

留外国人の在留情報について把握することが可能になると聞いてお ります。そ

うして把握 された正ll.な 情幸Rを もとに 法務省は,市町月の保有する外国人の

住民基本台帳の正確性の確保にも協力 貢献 していただきたい そのように思

います。

外国人の身分事項や在留資格 在留期間の変更あるいは出 Ilと いつた情報は

住民基本台帳を正確にしてい くため必要不●」欠な1青報であ ります。法務省から

的確に百j町村に提供 していただくことは非常に人事なことであります。この点

についても,別途審議中の住民基本台帳法の改正案において反映されているも

のと承矢Πしているところであ ります。

最後になりますが,外国人集住都市会議といたしましては 人管法等改正案

や住民基本台帳法の改正案の今回会での速やかな可決 成立を望むものであ り

ます。外国人集住都市会議は 新制度の早期倉1設  早期施行を従来から要望 し

てお ります。

このことについて,会議のメンバーからも もっとスピーデイーにできない

ものかというような意見 もあ りまして ぜひ新制度は早急に可決 成立をさせ

ていただきたい。施行まで三年かかるとFnlい てお りますので 実態は三年でも

遅いというふうに考えてお りますが 中身の濃い十分な準備をして施行すると

いうようなことから考えれば 三年以内に行つてはしいというふうに思ってお

るわけであります。そういう意味では 一刻でも早い法案の可決 成立を望ん
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でお ります。

少子高齢化 とグローバル化の進展する中 今後の外国人のさらなる増加を考

えたとき,今.制度の抜本的見直 しをしなければ,今後我力
'国

は取 り返 しのつ

かないことになるのではないで しょうか。今.外国人集住都市会議は二十七都

市 となろうとしてお りますが,外国人住民が増加 し,同様な課題を抱える都市

はふえる一方であります し 集住都市が抱える問題は,全国の自治体において

も同様に抱え,あ るいはいずれ抱えることとなる大 きな課題であるということ

を今後 とも訴えていきたい そのように思ってお ります。

以上で私の話 とさせていただきますが,ぜひ速やかな可決 成立をよろしく

お願いをいたします。

以上が清水聖義大田市長の意見で した。この後,法務委員会の委員である武

藤容治議員.古本伸一郎議員,大口善徳議員及び保坂展人議員から若干の質問

がなされましたが,清水市長は,今回の改正によつて 外国人の居住実態を正

確に把握する制度を早急に構築する必要があることを 現場の市区町村の立場

から繰 り返 し訴えておられました。

(参考資料)

提出先 :全国市長会

全国,村会
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外国人住民の台帳制度の創設に関する要望書

平成2年の嗅工「出入国管理及び難民認定法」

“

正以来 日本における外国人登録者は年々増

力,の 一違をたどっており 平成18年末現在の外国人登録苦誠は約208万人で 平成17年末に比

べ約7万人 (36%)増 加 し 直近の10年閲をみてもその数は約15倍 に拡大 しています.

また プランルやベルーからの日系人を中心に 外国人の日本での定住化が進んでおり 単

なる労働者としてではなく 生活青 jl域住民として各種権利義務関係をlll確 にしたうえでの

行政サービスの提供が求められています.そ の分野は 日本人住民と同様に 教育 保険 年

全 税金 福 IL 保健および防災ll策面等々 多伎にわたっています.

しかし 現行の外国人登録制度では 市区町村が外国人の所在情報を迅速かつ正掟に把握す

ることは極めて困難であり また 日本人 と外国人が同一の住所に居住 して混合世■を構成 し

ていても 日本人と外国人に閲する記録はそれぞれ別の制度にて管理されているため ひとつ

の世帯として確認することが不可能となっています.さ らに滉合世帯をle握する統一的な方・ t

iが示 されていないことから 各市区町村によって個々に運用せぎるを得ない状況に置かれて

います

外国人tF民 は全国各地域で増加をltけ ており 現在 外国人条住都1'で 跛在化している課題

は一邸特定地域における特別な課題ではなく 全国の自治体において発生 している■要な課題

であります。したがって II国人の厳正な在留雪理を■本としつつ 同
'|に

IL域における多文

化共生推進の餃点から 外国人lt民に関する記録を迅速かつ正確に把握できる制度を構築して

いただきますよう 下記のとおり要望いたします.

記

r規制改革lt進のための3か午計画Jで よf外国人の在留に係る情報の相互,4会  提供と外国人

登録劇度の見直 しJに ついては「遅 くとも平成21年 通常国会までに関係法来を掟出Jと してい

る 現在 法務省を中心に「在留管理―元化Jを ,と した新たなな留管理制度に関する検討を行

っているところであるが 在留鷲理のみに視点を置いた法改正ではなく 地方自治体が外国人

への行政サービスを通切に行うことができるよう 国が現行の住民基本台帳制度を参考とし

外国人住民の合帳制度を利設し 露題の抜本的解決を図る

平成 19年 10月 4日

外国人集住都市会議
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